
東日本大震災からの復旧・復興に関する決議 
 

東日本大震災から２年８か月余りが経過し、被災自治体の懸命の復旧・復興に向け

た努力や全国の自治体からの人的・物的支援と連携により、被災自治体の復旧・復興

に向けた取組みは着実に進んできたところである。 

しかし、未だ 30 万人近い人々が、先行きの見えない厳しい避難生活や仮設住宅等

での不安定な生活を送っており、このような人々に対し、今後の見通しを示すととも

に、早期の生活再建に向けた具体的かつ継続的な支援を講じていく必要がある。 

さらに、ライフライン・公共施設等の復旧や耐震化の推進、住民の集団移転への対

応、農林水産業や被災企業への再生支援など未だ多くの課題が山積しており、加えて、

復旧から復興へと段階が進むなかで、新たな課題が次々と生じ、被災自治体はそれら

への対応を迫られている。 

国においては、これまでも数次に亘る復興交付金の交付や関連法の制定など様々な

支援策を講じてきているが、被災した自治体において、地域の実情に応じた被災者の

生活再建や地域の復興に向けた取組みを加速していくためにも、予算や制度の拡充・

強化を始めとして、復興に係る各種作成資料や国等との協議の簡素化、土地利用に係

る許可等の緩和措置、制度の柔軟な運用等の更なる取組み等が必要である。 

よって、国は、被災地の一日も早い復旧・復興の実現に向けて、住民、被災自治体

及び人的・物的支援や避難者支援を行う自治体に対し、下記事項について迅速かつ万

全の措置を講じるよう強く要請する。 

 

記 

 

１．復旧・復興事業の実態に即した財政支援等について 

（１）消費税増税にあたり、復興特別法人税の前倒し廃止が検討されることとなっ

ているが、廃止された場合の代替財源をはじめ、復興財源の十分な確保を図る

こと。 

また、資産の譲渡等に適用される消費税率に関する経過措置の要件緩和や増

税分の給付措置等を講じること。 

（２）東日本大震災復興交付金については、５年間の事業期間とされているが、平

成 27 年度までに事業計画を提出し採択された事業については、平成 28 年度以

降も対象とするなど、被災地域の現状に照らし、事業期間を延伸するとともに



 

必要な財源を確実に確保すること。 

また、工期が３年以上見込まれる全体設計工事の発注にあたり、工期設定な

どに支障が出ていることから、全体設計の工期を平成 28 年度以降に設定する

ことが可能となる運用等の対応を早急に図ること。 

さらに、交付金事業計画について、地域ごとの実情を十分に配慮の上、早期

に幅広く採択するとともに、被災自治体が提案する復興に必要な事業を基幹事

業に追加する等、被災自治体の意見を踏まえた一層の柔軟な運用を行うこと。 

（３）災害復旧事業及び震災復興事業に係る震災復興特別交付税等地方財政措置に

ついて、復興事業が完了するまでの間、継続的な措置を講じること。 

（４）普通交付税の減額や税制改革に伴う財政への影響は、被災自治体にとって非

常に大きいものであるため、被災地の特殊事情を考慮した財政支援措置を講じ

ること。 

（５）道路の防災・震災対策等の事業推進のため創設された国庫補助事業である「社

会資本整備総合交付金（復興枠）」については、平成 26 年度以降も継続すると

ともに、柔軟な対応や予算規模の拡充を図ること。 

（６）被災地が公共施設等の再建等を確実に行えるよう、緊急防災・減災事業債を

継続し、最優先に被災地に配分すること。 

（７）震災被害による移転跡地について、居住系から非居住系に土地利用の転換を

図らざるを得ない状況にあり、早期復興を実現するため、移転跡地整備に関す

る新たな支援制度を構築すること。 

（８）防災集団移転促進事業における用地取得の要件については、市町村が設定し

た住民の居住に適当でないと認められる移転促進区域のすべての土地を取得

できるよう、復興交付金事業の要件拡充及び財源措置を図ること。 

また、復興交付金事業において限定的である土地購入後の活用について要件

の拡充を図り、それに伴う財源措置を講じること。 

（９）内陸部において、津波被害地域の堤防建設事業等に使用される土砂を運搬す

る大型車両の通行量が増加しており、その通行により破損した市道等の路面復

旧費や土砂採取周辺住民対策費についての財政支援を実施すること。 

また、震災復旧工事に伴う土砂採取情報として、採取場所・期間、大型車両

の運行経路等を関係自治体に事前に情報提供すること。 

（10）震災による行方不明者について、復旧が進まず浸水したままの地区において

は、今後も捜索活動を継続すること。 



 

併せて、身元不明者についても、引続きＤＮＡ鑑定や似顔絵を公表すること

で、早期判明に努めること。 

（11）増大する復興事業への対応を図るため、全国の地方自治体からの被災市町村

への職員派遣について必要な措置を講じること。 

また、職員派遣に係る調整事務や自治体元職員の採用事務等について負担が

大きいことから、これらを国又は県が行う枠組みを創設すること。 

（12）東日本大震災からの復興に向けて、都市自治体が被災地への様々な支援に取

組むことができるよう、環境整備に積極的に務めること。 

（13）農業相続人に課せられる農地等の相続税について、復興事業を早期に進める

ため、一定の条件下で猶予される相続税の免除要件を緩和する措置を講じるこ

と。 

（14）東日本大震災特別家賃低減化事業については、建物管理開始から 10 年間と

されているが、低所得者の生活の維持のため、さらなる支援延長を講じること。 

また、６年目以降家賃補助が減少することから、それについても同様の支援

を講じること。 

（15）中小企業基盤整備機構が整備し、被災自治体に譲渡された仮設建築物につい

て、借地に整備した仮設建築物の撤去費用が大きな財政負担となることが見込

まれることから、仮設建築物の撤去費用に対する助成制度を創設すること。 

（16）避難先における十分な支援を継続するため、避難者受入市町村の負担が生じ

ないよう、十分な財政措置を講じること。 

（17）被災地における復興を推進するため、復興に係る計画策定や交付金申請等に

おける資料作成や国等との協議の簡素化、土地利用に係る許可や要件の緩和措

置を講じること。 

 

２．被災者の生活再建支援等について 

（１）被災地域の一日も早い復旧・復興が地域間の格差なく実現されるよう、地震

により住家被害が甚大な場合の住宅再建支援について、財政支援の充実を図る

こと。 

（２）被災者生活再建支援制度について、津波により住家全体が流失した世帯など、

住家被害が甚大な場合は特段の支援が必要であることから、世帯要件の緩和や

付帯施設等への適用対象の拡大等制度の拡充を図ること。 

（３）被災により経済的に就学が困難な状況にある児童・生徒に対する就学援助制



 

度の財源となる被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金に係る基金について

は、平成 27 年度以降も継続すること。 

（４）災害援護資金貸付制度について、津波により住家全体が流出した場合等被害

が甚大な世帯に対する貸付限度額の引上げ等制度の拡充を図ること。 

（５）災害援護資金貸付制度は、所在不明者や生活困窮者が多数存在するため、多

額の未収金が発生することが想定されることから、各自治体が当該貸付金に係

る債権を免除又は放棄することが適当であると判断する場合には、国において

も自治体への債権を免除する規定を制定すること。 

また、自治体個々の取組みには限界があるため、国において債権専門回収機

構等を設置し、専門的かつ専属的に債権回収を実施すること。 

（６）被災した医療機関の一日も早い再建や常勤医師の地域的偏在の是正に向けた

取組みを強化し、地域住民が安心して暮らせるよう医療環境の充実を図ること。 

（７）被災地においては、介護職員の求職者数が低調となっており、介護サービス

に要する職員の確保は極めて困難な状況となっていることから、被災地に配慮

した介護職員確保対策や財政支援措置を講じること。 

（８）被災者の生活再建を支援する国民健康保険、後期高齢者医療及び介護保険の

一部負担金等免除措置について、被災自治体の保険財政が逼迫することなく実

施できるよう、国の責任において全額財政支援措置を講じるとともに、平成 24

年 10 月以降の自治体負担分についても、遡及して全額補填を実施すること。 

併せて、被災地の保険者が震災の影響による保険財政の逼迫を招くことなく、

円滑かつ健全な制度運営ができるよう、必要かつ十分な財政措置を講じること。 

（９）災害危険区域における移転促進区域内の土地等の譲渡に伴う譲渡所得があっ

た第 1 号被保険者について、介護保険料を租税特別措置法に基づく特別控除額

を合計所得金額から差し引いた額で算定した額に減免した場合、その減免額に

ついて財政支援措置を講じること。 

また、その際の財政支援措置は、土地等の譲渡が進行している現状をかんが

み、平成 25 年度保険料分から実施すること。 

（10）震災以降の心のケアが必要な児童生徒に対して、よりきめ細かな教育を実現

し、豊かな教育環境を整備するため、弾力的な学級編制が可能となるよう復興

加配教員等の継続した配置を図ること。 

また、震災によるＰＴＳＤを要する児童・生徒への対応など、多様化・複雑

化する児童生徒への対応を充実させるため、教諭はもとより養護教諭や栄養教



 

諭も含めた加配の充実を図るとともに、緊急スクールカウンセラー等派遣事業

を継続実施すること。 

（11）被災者の孤立防止のための見守りやコミュニティづくり、心のケアを含む健

康支援など、生活再建に向けた各種支援施策を、被災自治体や被災者を支援す

る団体等が継続的、安定的に実施できるよう、「地域支え合い体制づくり事業」

をはじめ、必要かつ十分な財政支援を長期的に行うこと。 

（12）震災に伴う子どもの心のケア事業実施について、安定的な実施体制を確保す

るため、安心こども基金による財源措置については、平成 26 年度以降も継続

すること。 

（13）避難者の住宅確保及び就業支援に関する施策等の推進を含めた「子ども・被

災者生活支援法(略称)」の基本方針に基づく被災者支援の具体的施策を実施す

ること。 

（14）被災者の声に耳を傾け、損害賠償、除染、生活基盤の再建など、被災者が安

全で安心な生活を取り戻すために必要な取組みを加速させ、被災者の望む復興

の早期実現に全力を尽くすこと。 

 

３．地域産業の復興・再生について 

（１）中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（グループ補助金）について、

使い勝手の向上とそれに伴う利用企業のすそ野を拡大するため、復興を目指す

中小企業者が単独でも申請できるよう制度の拡充を図ること。 

また、平成 26 年度以降の制度継続を早期に明示するとともに、採択案件分

の予算を基金化するなどし、各事業者が必要とする時期に交付されるよう、被

災地の実情に合わせた安定的な制度の運用を図ること。 

（２）津波により甚大な被害を受けた沿岸地域の賑わいを取り戻し、地域の再活性

化を図るためには、既存の補助事業に加え、地域活性化施設の整備等、様々な

施策に取り組む必要があることから、地方が単独で実施する沿岸地域の活性化

事業にかかる特別な地方債制度の創設等、復興に向けた新たな地方財政措置を

創設すること。  

（３）法人化を進める農業者が購入した施設や機材等について、新規法人に移行す

る際に課せられる所得税に対するみなし譲渡課税を免除するなどの措置を講

じること。 

（４）被災地域農地集積支援金交付事業について、津波被害にあった水田を復旧後、



 

農業委員会を通して利用権を設定し耕作を依頼した農業者が交付対象となら

ずに不公平感があることから、農地集積支援金の対象とすること。 

（５）被災農家経営再開支援事業等の復旧・復興支援事業について、被災地域の復

旧の現状に照らし、交付対象事業期間等を延伸するなど、必要となる事業期間

における財源を確実に確保すること。 

（６）被災事業所の業績回復を加速し、被災地域の経済再生を促進するため、公益

財団法人等からの助成金について国庫補助金と同様に圧縮記帳を認め、被災事

業所の税負担軽減措置を拡大すること。 

（７）津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金については、復興の加速

化を図るためにも、被災地域の実情を踏まえた継続的な対応を図ること。 

（８）東北地方の高速道路の利用料の減免及び旅客事業者への補助等の観光振興に

係る支援措置を実施すること。 

（９）既存のインターチェンジを活用し、安定した雇用の確保や企業の受け皿とし

ての拠点づくりを図るため、インターチェンジ周辺整備・開発のための土地利

用に係る規制緩和及び財政措置を講じること。 

 

４．公共施設等の復旧支援について 

（１）災害公営住宅の国庫補助等対象額の算定基礎となる標準建設費については、

人件費・資材単価等の上昇が続いており、平成 25 年度発注予定の建設工事に

おいては、標準建設費を大幅に超える状況であることから、早期に標準建設費

の増額を行うとともに、措置された場合の遡及など柔軟な運用を行うこと。 

また、災害公営住宅建設に必要な特殊基礎工事費特例加算額については、全

額復興交付金の対象となるよう措置すること。 

（２）災害公営住宅の用地取得造成に対する国の補助は、平成 25 年度までの歳出

予算に係るものに限るとされているが、平成 25 年度中に災害公営住宅の用地

取得のめどが立たない地区が発生することが想定されるため、平成 26 年度以

降も国庫補助を継続すること。 

（３）地域の風土を考慮した防災・減災都市整備を進める必要があることから、高

度経済成長期に整備した公共施設の老朽化が進んでいることを踏まえ、市民の

安心・安全な生活に直結する上下水道施設や、道路・橋梁・砂防ダム等の公共

施設の維持補修、改修工事に対する財政支援措置を拡充すること。 

（４）廃止する農業集落排水施設（管渠・マンホール・公共マス等）の撤去及び充



 

填処理等を国費で対応するとともに、滅失を行う施設に係る起債償還を免除す

ること。 

（５）消防防災施設・設備等の復旧に関し、消防防災施設・設備災害復旧費補助金

及び地方交付税措置等、長期的な財政措置を講じること。 

（６）公立学校施設の耐震化については、東日本大震災復興特別会計等による支援

措置を継続するとともに、事業補助率を一律 2／3 とし、改修事業については

補助単価を実施単価とするよう国庫補助制度の見直しを図ること。 

（７）学校を除く避難所施設、福祉避難所及び避難所併設小規模備蓄倉庫等におけ

る耐震化及び長寿命化対策に対する財政支援制度を構築するとともに、避難所

用設備、備蓄非常食等の避難者用応急備品の整備及び避難所誘導案内板等の整

備に対する財政支援制度を構築すること。 

（８）市町村または広域行政等で実施する防災訓練等に対する財政支援制度を構築

すること。 

（９）鉄道の復旧に向けた課題を速やかに解決し、復旧を早期に決定できるよう、

東日本旅客鉄道株式会社に対する助言、指導を強化するとともに、復興計画に

基づく鉄道敷、かさ上げ等、鉄道復旧に関わるまちづくり事業に係る財政支援

措置を拡充すること。   

（10）鉄道復旧までの間の代替交通を確保するために必要な財政支援を行うこと。 

また、避難指示区域解除後の動向に合わせ、速やかに公共交通の確保を図る

こと。 

（11）仮設住宅が解消されるまでの間、仮設住宅からの公共交通を確保するため、

特定被災地域公共交通調査事業を継続すること。 

（12）被災自治体が、産業の復興、安全・安心な暮らしが営めるまちづくりを行う

ため、高速交通網を主軸とした縦貫道と横断道の一体的な道路整備が重要な課

題となっていることから、復興道路、復興支援道路等の整備を促進すること。 

（13）地方特定道路整備事業の廃止は、被災地の復興の妨げとなることから、計画

的な道路整備事業の実施のため、代替措置を講じるなど財政支援を行うこと。 

（14）被災地の復興を進めるうえで、地域経済活動の拠点である港湾を中心として、

物流機能の向上と安全性の確保を図ることが必要不可欠であることから、湾口

防波堤、海岸堤防及び公共ふ頭等の早期復旧を図るとともに、現在整備中のも

のについても整備を促進すること。 

（15）小名浜港等の国際物流ターミナル整備事業については、大水深の耐震強化岸



 

壁の早期整備、高効率な荷さばき施設の設置促進等に向けた特定貨物輸入拠点

港湾への指定、さらには、再生可能エネルギーを核とした産業集積につながる

ような港湾機能の拡大など、積極的な整備促進を図ること。 

 

以上、決議する。 

 

平成２５年１１月１４日 

 

全 国 市 長 会 
 


